








いこと等を明らかにしている。増淵隆一〔54〕は、鳥取県淀江町における実証分析から、土

地利用調整における重層的組織化と機能分担の必要性を論じ、あわせて、所有者と耕作者と

の調整を中心とした集落内の内部調整について類型化を行うとともに、そこでの課題につい

て明らかにしている。

こうした集団的土地利用を進める上では、土地利用調整にむけたマネジメントが重要とな

るが、これらの点に関しては、高橋正郎〔40〕が「地域農業マネジメントJの必要性の視点

から検討している。

特に、これら地域農業マネジメントに関して、山本勝成〔55〕は、鳥取県淀江町において

実施された集落営農における集団的土地利用について、過程別、主体別マネジメントの視点

から整理し、町レベルと集落レベルのプロモータの存在とその役割分担による地域マネジメ

ントの効果について実証的に論じている。その他、集団的土地利用に関する研究については、

高橋正郎・梶井功〔40〕を参照されたい。

3）集落営農における経営管理問題

さらに、集落営農に関しては、多数の農家が結集して結成されるという特徴ゆえに、個別

経営では生じなかった様々な経営管理問題が発生することとなる。そこで、こうした状況を

背景に、集落営農そのものを対象に、「経営管理論J的視点から分析が進められることとな

った。これら集落営農についての経営管理的論的視点からの研究には次のようなものがある。

まず、倉本器征〔25〕は、「水田作営農集団jの類型区分を実施し、このうち集落営農に

ついて、集落などの一定の広がりをもった地域の全ての農家と離農した農地所有者を包摂し

ている「地域型営農集団j と、 f地域型共同経営jの二つのタイプとして把握する。そこで

は、「集団的土地利用を実現できることから規模の経済とともに外部経済を追求することが

可能であるJが、「地域ぐるみであるためにムラの公平性の原則が直接働くことから生産効

率追求の原則との矛盾が出やすい。階層分解・経営分化の進行に伴い多様なコンフリクトや

利害対立も発生するJという。そして、これら類型では、「経営管理問題の領域が一層拡大

しており、経営管理機能の統合と向上がより強く求められるj と指摘する。また、八巻正

〔61〕〔62〕は、協業経営組織を対象に一般企業の経営分析手法を援用し、その有効性につ

いて検討するとともに、新潟県越路町K生産組合を素材に、その経営管理の特徴、農協との

協力関係を分析している。木南章他〔22〕は、集落営農を「土地利用に関する活動j と「ぐ

るみ型と重層型の区分Jの二つの視点から区分し6類型を抽出し、それら類型と経営管理と

の関係をアンケート調査をもとに整理している。そして、木村伸夫〔23〕は、 f活動多角化

管理j、f職能分化管理j、「政策策定化管理Jの3つの管理の有効性について地域営農集団の

成果・メリットといった集団化効果の側面から分析し、これら3つの管理を高度化する方向

の必要性を論じている。

4）集落営農における合意形成

特に、集落営農は、集落を単位に、各々の意識や営農目的の異なる多数の農家で構成され

ている。しかも、兼業等の進展によって、それら農家の非等質化が一層進んでいることから、

農家聞の合意形成が、集落営農の経営管理を円滑に実施していくうえでは、極めて重要とな

る。こうした集落営農における合意形成の問題に関しては、下記の研究がある。

まず、伊藤忠雄〔6〕は、集落営農において、「政策の目標論は示されながら、そこに至

る過程論は f地域の問題Jとして放任されてきたJとし、集落営農論の「入口jとしての合
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意形成問題の解明の必要性を指摘する。そして、集落営農の合意形成に関して、構成員の属

性によって意識がかなり異なること、目標の共有化、共通目標の設定が重要であること、基

本的手法としての話し合いの場の問題と、調整の担い手問題が最も関心事になっていること

等を明らかにし、集落営農とは、「生活的平等世界に非平等部分を含める過程を意味してお

り、（中略）…集落における新たなシステムの導入Jであることから、「集落営農という目標

そのものの課題を明らかにするとともに、基礎的・総論的次元の問題から高度・各論的次元

の問題まで整序・序列化し、誰がどのレベルまで関連する領域なのかを明確にしておくこと

が必要であるj と論じる。そして、石田正昭他〔4〕は、集落営農の設立・発展に要するコ

ストとして、集団的行動を決議し、実行するための f合意形成コストJ「組織維持コストj

の低さにあるというが、「そのコストを十分に低めうる方向で作用する集落の「協力j関係

は、どの集落営農でも容易に見つかるという性質のものではないJという現実的な制約要因

があると論じる。また、佐藤和憲〔33〕は、異質性の高い構成員で構成された農業組織は、

構成員聞に利害対立＝コンフリクトが発生しやすいと捉え、それらコンフリクト解決のため

に、現代組織論を応用し「連合体としての組織j理論の適用をはかっている。高橋明広〔4

1〕は、兼業農家が中核となって運営されている広島県の集落営農の事例から、集落営農が

独自の「組織運営コストJを支出することによって、相対的に低いオペレータ賃金の補填を

行うとともに、それらコストが農家間の仲間意識の醸成や合意形成に寄与していることを明

らかにしている。さらに、関野幸二〔37〕は、集落営農の組織化を進めるためには、集落の

構成員の意識構造を把握する必要があることから、階層構造分析（AHP）を適用し、続柄

や就業状況等の属性別の分析を行い、属性によって意見の差や考えが大きく異なることを明

らかにし、そのための支援手法の開発が必要であると提言している。こうした集落営農の構

成員聞の円滑な合意形成を図るための支援手法として、特に、 TN法〔59〕が有効な手法と

して提示できる。

5）生産力の担い手としての集落営農

ところで、集落営農は、水田農業における生産力の担い手たり得るかという問題がある。

このことに関して、宮武恭一〔56〕は、秋田県太田町の二つの集落の比較分析から、集落営

農による土地利用調整と適切な肥培管理の実施によって田畑輪換の効果が実現できているこ

とを提示している。また、高橋明広〔42〕は、中国中山間地域で展開している兼業集団の米

生産費を計測し、平場の複合的個別経営とは格差があるが、中山間地域の水稲単作的個別経

営とは、大差のないこと、その一方で兼業農家ゆえの生産費の低減には限界もあることを明

らかにしている。また、高橋〔43〕は、兼業農家によって結成された集落営農における大型

機械の導入の意義とその効果についてもタイムスタディを用いて明らかにしている。さらに、

平野信之〔52〕は、高橋と同様に中国中山間地域に位置した集落営農の作業構造に関する分

析結果を用いて、それら集落営農は「兼業ぐるみ集団でありながら、多数の農家から少しず

つの労働提供をもとに、組み作業の効率化をはかり、さらには転作受託も可能にしているj

と評価する一方で、 f集団の作業形態が兼業対応型であることが、より生産性の高い農作業

方法があってもそれを選択させないという、兼業集団としての限界Jがあることを提示して

いる。

6）借地型経営の展開に関わる集落営農との競合関係の指摘

以上のような、集落営農そのものに関する詳細な研究が進められる一方で、集落営農と個
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別的展開を志向する借地型経営等との住み分けが十分に実施できていない、あるいは、両者

の矛盾が指摘されることとなる。

このことに関して、梅本雅〔10〕は、地域農業の中心的担い手として f個」を位置づける

とともに、それら「個Jの発展のためには、「規模の単位性Jの確保が重要であると論じる。

さらに、梅本は、集落営農と個の関係に関しては、「土地利用調整が先行し、地域ぐるみ的

営農が開始されると、当初は担い手の農業内自立度の向上をむしろ抑制する機能を有しかね

ないこと、また、逆に、特定の農家や集団が貸借や受委託によって個別に展開を図っていく

と、そこでは土地利用調整秩序の形成がむしろ進みにくいJと指摘する。こうした視点から、

秋田県の集落営農の実証分析を行い、「機械・施設の共同利用や共同作業、及び土地利用調

整単位としての集落の有する効果Jは大きいが、「新たな複合部門の導入や経営規模、作業

規模拡大等により農業内自立度向上を図ろうとする担い手の創出をむしろ抑制しているJと

いう問題点があるという。こうした問題点を解決し、担い手形成を進めるためには、担い手

の地域的認知や、担い手への農地集積等によって、地域農業の先導者としての機能をもたせ

ること、生産力発展による剰余が担い手に確保される方向への収益配分の変更等が必要であ

るとする。さらに、梅本〔11〕は、集落営農は今日各地で取り組まれようとしている基本課

題であり、それは、コストダウンや転作対応では一定の成果を上げているものの、担い手育

成の面では内在的メカニズムとしてそれを抑制しかねないという。加えて、梅本〔12〕は、

秋田県太田町の集落営農の事例から、土地利用調整については「機械的平等主義的な転作団

地の設定ではなく生産力的視点を重視Jしてはいるが、「集落機能に依拠した土地利用調整

であるがゆえにその視点をioo%貫くjには至っていないこと、転作の合理的対応という範
囲に留まっていると指摘する。そして、 f今後は集落営農から更に地域営農へと発展させて

いくことが重要であるj と論じている。

また、笹倉修司〔32〕も、長野県宮田村の事例を用いて、集落ぐるみの営農の形成が、そ

の一方で、作業受託を行う「個j との競合関係を発生し、その展開を抑制していること、そ

して、兼業農家が集落営農の主体となっているがゆえの作業遂行上の問題点が発生している

ことを指摘している。

注1）戦後の農業政策が集落の役割をどう考え、関与してきたかについては、梶井功〔20〕が詳しい。

2.集落営農の展開方向

1）集落営農の展開方向に関する論議

梅本や笹倉の指摘を考慮すれば、これら集落営農が「経営体」の育成・発展にどのような

影響を及ぼすのか、あるいは、集落営農は今後どのような展開方向をとるのかという点につ

いて、具体的に明らかにしていくことが重要となる。

この点に関して、伊藤忠雄〔6〕は、集落営農論が提起された系譜をたどるとともに、個

別大規模農家の営農意識や集落営農活動の実態を分析し、 f個別と集団のいずれを重視する

かについての基本的な合意が不十分となっているj と根本的な問題点が存在していることを

指摘する。

ところで、集落営農の展開方向に関してのこれまでの研究成果は、大別すれば次のように

整理できる。まず、綿谷組夫〔65〕は、農業が集落の結びつきにおいて制約されていること

は、農業の後進性を表すといえるが、「伝統的な集落社会の新しい「自己展開j としてJ集

落を母体として成立している事例が確認できることから、「集落の結びつきを基礎にして、
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後進地帯はそれなりの農業発展の軌道を敷くことJであるという。しかし、農業組織化の発

展にともなう機能分化につれて、平等出役・収益配分といった地縁的な集落の建前との違い

が「内部矛盾Jとなって表面化する。この内部矛盾を解決する方法として、第1は、「経営

者機能や技術労働の機能を担当する人々に対して、その貢献度に応じた格差報酬を確保し、

組織のプロモーターとしての活動意欲を向上させるJ方向、第2は、自立経営志向農家に農

地を集積し、 f経営委託をした安定兼業農家や他部門移行農家は…（中略）…准組合員とし

て協力してもらうJ方向であるとし、第2の可能性が高いとする。その際、集落の結びつき

を基盤にしており、それが農業構造の高度化に働くとみている点が特徴である。

次に、和田照男〔63〕は、地域営農集団の機能のーっとして指摘される、土地利用権調整

は「集落の本質になじまないことがあるj という。というのは「中核農家への利用権集積は

つまるところ農家の階層分化であり、それは集落の公平原則に抵触する可能性があるjため

であり、こうした理由から、集落は団地的土地利用と土地利用調整を行う「農地管理（利

用）組合Jに純化し、 f機械と施設の共同利用集団を育成するか、個別中核農家を育成して、

それらの担い手と農地管理組合の両者を有機的に連携させ、全体として地域の生産力を高め

るという方向Jを求めるべきとし、「重層的地域農業（営農）集団Jの必要性を主張する。

また、「従来、集落ぐるみの営農集団の多くが分解してしまったのは、この効率性と平等主

義との矛盾、具体的には労働の分担とそれに基づく成果配分問題が主な要因であったJとす

る。さらに、和田は、「全員参加型集団では作業委託は発生しても、利用権移転は転作団地

等に伴う交換耕作ないし兼業農家の転作に限つての中核農家への利用権設定に限定されるだ

ろうJとし、「集落機能によって中核農家に農地を集積することの可能性（中略）…に関し

ては、集落に対して余り過大な期待をもつべきではないj と述べ、集落機能が農業構造の高

度化に結びつく方向に働くという綿谷の意見とは対立している。和田のこうした理解は、前

述の梅本や笹倉の指摘とも共通している。

これらとは、対立する考えとして、永田恵十郎〔48〕の指摘がある。永田は、「草の根的

な立場Jから地域農業構造の再構成を問題とするとともに、集団営農活動の今目的意義を検

討し、実証的分析を踏まえて、「小農的な生産力の限界を打破するために、小農自らが自主

的な協力・協同に基づく組織的関係（＝地域営農集団）を取り結ぶことによって、土地所有

と土地利用の集団的な調整が可能になったことJ、「自己完結的な個別複合経営とは明らかに

違った構造をもっ複合経営が作り出されているj ことを指摘する。そして、それら地域営農

集団によって「崩れ始めた地域内諸資源の循環構造の再編、再統合の可能性J、f地域農業の

総合的発展を支える物的基礎としての計画的、合理的土地・水利用Jが成立し、「農業生産

手段としての f農地所有J意識の優位回復性の可能性がある」と論じている。こうした点は、

上述の、集落営農を農業構造変化の過渡的過程とする意見と、大きく異なった論述である。

同様に、梶井功〔19〕も、「地域農業集団j と「地域営農集団Jの違いを分析し、地域営

農集団が、農業構造変化の過渡的なものとみることに対しては、批判的な立場を取っている。

一方、伊藤忠雄〔6〕、は、「今後の集落営農の方向は組織論理的・生産力論的視点に立っ

た経営的再編を展望することであろう（中略）…つまり、集落（ムラ）論理にたって組織を

さらえる視点から、組織論理に集落（ムラ）の生産機能の分化・移譲を図ること、あるいは、

「市場原理と集落の論理をミックスした形態jがこれからの集落営農の方向であろうと考え

るj と論じている。こうした、考えについては、工藤昭彦〔24〕や大泉一貫〔15〕が同様の
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視点から論じている

以上の指摘は、いずれも重要な論点を含んでいることは間違いないが、しかし、今日の集

落営農の多様性を必ずしも反映したものとはなっていない。言い換えれば、集落営農に関す

る研究は、それぞれの地域の特性に応じて、集落営農の展開方向を具体的・実証的に検討し

ていく段階に達していると指摘できる。

そこで、以下では、集落営農の展開方向について、地域性を踏まえた研究成果についてみ

ていこう。

2）担い手経営存在地域における集落営農の展開方向

まずは、大規模水田作経営や共同経営等、地域農業の担い手となりうる農家やグループ

（以下、担い手経営）が一定程度存在している地域を対象にした集落営農の展開方向につい

て概観する。

(1）担い手経営育成と集落営農

これらに関しては、東北地域や九州地域などを中心に詳細な研究が実施されている。佐藤

了〔35〕は、地域農業では、「経営の継承Jと「後継者の確保Jをいかに図っていくかとい

う農業内部での就業機会の確保に関わる問題と、低位停滞的な単作的水田利用からいかに脱

却するかという土地利用方式問題の二つの基本問題に直面しているという認識から、その解

決方法を考えていくうえでの視点として「担い手の農業内自立度Jと「土地利用秩序形成

度Jの二つの指標を提示する。そして、地域農業を再編していくうえでの道筋として、前者

を一方的に高めていくルート、前者はほぼ変化のないまま後者を高めていくルート、両者を

併行して高めていくルートの三つを想定している。また、その具体的分析を東北地域を対象

に実施し、次の二つの地域農業システムの構築を論じている。一つは、「それなりの層をな

した担い手の存在を前提Jに「集落あるいは旧村単位の広がりを持った地域を面的に掌握し

て全てかあるいは大多数の農家を組織化した地域ぐるみ的な組織化方式jであり、もう一つ

は、担い手経営が一定程度展開し、農民層分解が進んでいる地域では、集落完結的な営農で

はなく、むしろ、集落に土地利用調整などの基本的単位のみを残し、より広範な範囲を単位

に、集落と担い手経営との間で「多元重層的な結合関係Jを結ぶ方策である。

このうち、担い手経営が存在している集落営農そのものが、いわゆる「経営体Jとして展

開していく方向を検討しているのが、平塚貴彦〔50〕、〔51〕である。平塚は、集落営農を

f協業経営型Jと「生産組織型Jに区分し、前者の協業経営型集落営農を重要視し、その経
済的意義やその具備すべき要件、戦略的課題について検討している。また、集落営農そのも

のが法人化する事例については、斉藤潔〔28〕が、集落全戸が参加した集落営農が法人化を

図った事例を分析している。さらに、斉藤は、営農集団が法人化する場合の効果、課題、問

題点についても詳細に検討している。

また、大原興太郎〔16〕は、集落全戸が参加した協業経営が、構成員が非等質的な性格で

あるがゆえに、出役の不平等や能力査定の問題等を生じた結果、解消し、少数の農家による

協業的受託経営として再編された事例を分析し、 fこれからの集落営農にあっては（中略）

…専従的農業経営主体（地域農業の後継者）が残り得るような調整が最も重要Jであり、

「集落営農といってもー集落の中だけの問題とせず、集落の合意形成機構を活かしながら、

状況に応じて集落問、あるいは数集落の問題として集落営農を考えていくことも重要であ

るJという。こうした大原の指摘は、集落の全戸が参加した集落協業経営として法人化が可
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能なものは、集落営農の構成員が、ほぽ同質の性格や比較的均質な農業経営の内容を有して

いるような場合に限定されると考えることができる。

ところで、実際のところ、担い手が存在している集落営農であっても、その構成員の性格

や営農目的はそれぞれ大きく異なっている場合が多い。このため、以下で検討するような様

々な問題点を抱えている。特に、担い手経営を組織内部に取り込んだ集落営農の評価につい

て、収益分配面からみた問題点が指摘されている。佐藤了〔36〕は、そのような集落営農に

対して、「所得増大効果j、f省力化効果j、「輪換効果j を確認するが、その効果の配分が必

ずしも担い手経営の確保・育成につながっていないという問題点を指摘し、「集落を基礎単

位としながらも、集落問結合を含めた組織化方式」を通じて、地域農業資源の有効利用を図

っていく必要性を論じている。

そして、井上裕之〔7〕は、佐賀平坦水田地帯の集落営農を分析し、担い手経営が集落営

農内部に存在していても地縁的組織がゆえの「労働（・資本）に対して薄く、土地に対して

厚い収益分配構造jが形成されていること、また、現状の規模のもとでは、収益配分構造の

改訂だけでは、担い手経営の展開は困難であるとし、集落による担い手経営の認知と、そこ

への農地利用権や農作業の集積を図る必要性を指摘している。同様に、関野幸二〔37〕は、

秋田県の集落営農の分析から、その経済的効果等のメリットを確認するものの、その組織原

則は、農業後継者育成を念頭においた収益配分ではなく、オペレータの犠牲のうえに集落営

農が成立しているとの認識に基づき、収益配分の改善方向を検討している。その結果、たと

え地代部分にくい込む収益の再配分を行っても、集落営農のオペレータ層が農業専業で自立

するだけの所得水準に達しないことを明らかにし、集落営農からオペレータ層が独立すると

ともに、両者が重層的関係を形成する方向への組織再編を提示している。

上述の井上、関野の指摘は、集落営農に一定の効果を認識するものの、集落営農はむしろ

土地利用調整やオペレータの出役等の集落機能を活かす方向への組織再編を進め、そのうえ

で担い手経営との問で、重層的な関係に基づく地域営農システムを構築していく必要性を論

じている。

また、小林 一〔27〕は、石川県川北町の事例から、組織化が先進的に進んでいても、

「その活動実態は必ずしも安定性を備えた合理的なものではなく、活動が後退的局面に陥っ

ている集団が少なからず認められるJことを指摘している。

(2）集落営農における重層的組織化及協繊関係の形成

以上の研究成果は、いずれも、集落内で全ての機能をその構成員によって自己完結的に実

施する営農システムから、担い手経営と集落営農との重層的な関係を構築していく必要性を

論じたものである。こうした、土地利用調整組織と担い手経営の両者を形成・育成し、その

相互の協調関係を築くことで総合的な効果を発揮させようとする考え方は、「重層的組織化

論」として、 1980年代に既に、和田照男〔64〕、倉本器征〔26〕、高橋正郎〔39〕らによっ

てその重要性が提起されていた。このうち、倉本は、北陸地域の水田作経営発展のための地

域農業の組織化方策について、重層的組織化の視点から具体的に論じたものであったが、そ

のような取り組みが 90年代以降に至って東北や九州においてもまた要請されてきていると

いう点が今日的特徴といえよう。

ところで、集落営農の発展を通じた地域農業の再編を検討していくうえで、集落全体で様

々な営農活動を実施するのではなく、目的に応じて、担い手経営と土地利用調整組織の二つ

- 9一



の主体問で重層的な組織化を図るべきとする、これら重層的組織化は重要な論点を提示して

いる。だが、実際のところ集落内には、これらの他に、借地まで行う余力はないものの自己

完結的な営農の継続を希望している兼業農家や高齢農家ゃあるいは農地貸付世帯等が一定程

度存在していることにも注意しなければならない。

これら兼業農家や高齢農家等を含めて組織化していく必要性を論じているのが、稲本志良

〔8〕である。稲本は、担い手経営への機能の集中を図ろうとする新政策型の農業再編に対

して批判的検討を行い、「「重層型」担い手構造jを提起するとともに、兼業農家や高齢農家

による個別完結的営農の改善も併せて実施しつつそれらを f生活型農業Jとして「「重層

型j担い手構造jの一局として位置づけることが必要であるとしている。こうした指摘から

いえることは、兼業農家や高齢農家を重層的組織化の一局として位置づけていくための、そ

れら農家と担い手経営等との相互連携関係のあり方、および、それら連携関係の形成条件を

具体的に明らかにしていくことであると指摘できる。

なお、梅本雅〔13〕は、このような相互連携関係構築の必要性を認識し、例えば、土地利

用調整組織から農地を担い手経営等に委ねていくためには、それら連携関係の構築に向けた

「誘因Jが重要であると論じている。また、高橋明広〔44〕は、重層的組織化の効果を発揮

するためには、担い手経営と土地利用調整組織の二つのみを考慮するのではなく、兼業・高

齢農家や農地貸付世帯までも含めて、その役割等を明確に位置づけた組織構造を構築するこ

と、それら主体聞の相互連携関係を構築するための具体的な誘因システムを形成する必要が

あることを富山県の集落営農の実証分析を通じて明らかにしている。さらに、広域的な集落

営農の連携については、矢口芳生〔60〕が詳しい。

そして、酒井富夫〔29〕は、農業法人と集落営農の両者が展開している北陸地域では、借

地をめぐる両者の摩擦も生じているが、今日の農業法人を取り巻く環境の中では、これら農

業法人も「自分たちだけで生きるには限界があり「地域との連帯Jの必要性を強調してい

るJと論じ、集落営農と連携している事例を分析し、その内容および効果について明らかに

している。加えて、酒井〔30〕は、協業経営となった集落営農である富山県の農事組合法人

野口営農組合を素材に、経営管理機能を農協に依存する「農協経営型集落営農Jの性格があ

ることを提示する。さらに、これら集落営農の展開方向は f農協の牽引力と集落営農の担い

手状況の両極面によって決まるJと論じ、「それらの条件が失われたときには別のタイプの

担い手が必要になろう。従って、現在の状況のもとでj、集落営農内部に「専従者がいない

からそれが育成すべき担い手として不適当ということは一概にはいえないj と論じている。

3）担い手経営カt不在の集落営農に関する研究の展開方向

上述のような担い手経営を集落営農内部に包摂している地域とは異なり、西日本の中山間

等に代表される地域では、それら担い手経営が絶対的に不足しているために、これまで多数

を占める兼業農家や高齢農家がオペレータや組織管理の中心となった集落営農の組織化が進

められてきた。

しかし、地域農業を取り巻く環境が厳しくなるなかで、こうした集落営農でも、安定兼業

化のもとで、農家後継者が比較的確保できており、兼業農家により運営される集落営農の継

続が相対的に可能なものと、兼業・高齢化の進行により、農家が弱体化していることから、

全農家の参加によって作業や経営管理等を実施していくことが困難になるものとが現れてき

た。
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前者の集落営農では、当面は、従来から続けられてきた集落全戸の参加による営農の継続

が可能と推察できる。こうした集落営農については、上回栄一〔14〕が自ら所属する集落営

農である滋賀県法養寺の取り組みや特徴について詳細に述べている。

しかし、後者の集落営農では、既に集落完結的な営農継続が困難な状況に陥っているもの

が現れ始めている。そうした集落営農の発展方向については、上述した東北等で実施された

研究とはかなり異なる視点に立った詳細な研究が取り組まれている。

これら、生産条件が相対的に不利であり、かつ、担い手が不在となっだ地域の集落営農に

ついては、中国中山間地域を中心に詳細な研究が進められてきた。当該地域では、零細な家

族経営単独では農業を継続していくことがもはや困難となり、兼業農家が中核となって運営

される集落営農が、 1980年代以降、多数形成されている。それら集落営農について、先駆

的に詳細な分析を実施したのが、中国農業試験場農業経営部〔47〕である。特に、こうした、

兼業農家が中心の集落営農の管理運営の特質については、安藤益夫〔1〕が「交換、技術、

人的システムJに加えて、 f農村社会システムJを考慮した管理運営方式の必要性があるこ

とを提示している。また、安藤〔2〕は、中国中山間地域を対象に、担い手経営が不在の集

落営農について、農業生産だけでなく地域社会や農村社会にまで踏み込んだ活動を行い、

f生産・生活両面の再生Jを図っていると積極的に評価している。さらに、兼業・高齢化と

水稲単作化を強めている地域で、は、地域社会やコミュニティの視点をも含めた考察が必要と

し、集落営農を組織化する重要性について提示している。

一方、小田切徳美〔18〕は、当該地域の集落営農は構成員の高齢化に伴い、その「後退化

現象Jが著しく進行しているとの認識に基づき、それらに期待するのではなく、むしろ、市

町村農業公社を設立し、それが集落営農を代替していく形での地域農業再編が求められてい

るという方向を提示している。また、向井清史〔57〕は、中山間地域農業・農村の担い手問

題について、兼業農家からなる集落営農と農業サービス事業体（公社）の補完的重層関係を

形成している事例を分析し、「平等原理と抵触’しがちな作業行程を市場取引関係に移管させ

ることを通して、互助のメリットを生かせう得る経営体のあり方を模索することが中山間地

域の再生のために求められるj と指摘する。

ところで、中国中山間地域のような担い手経営が不足した地域の集落営農の展開方向に関

して、高橋明広〔45〕は、広島県の 56の集落営農の活動の年次間比較分析を実施し、集落

営農の活動が機械作業を担うことが可能なオペレータ等の「労働力Jの状況だけでなく、

「集落営農が利用できる農地面積J、及び、集落規制の背景にある f水利条件Jに規定され

ていること、また、当面、農業公社等による代替を緊急に必要としているものは．、小規模か

っ農業労働力が欠落した一部の集落営農に限られていること、それら以外の集落営農の多く

は、他の集落営農や公社との連携等を通じた相互補完関係を形成することによって、集落営

農の自立的な継続を志向していることを実証的に明らかにしている。また、安藤〔3〕は、

当該地域に展開している「生産・生活統合型jの集落営農は、引き続き進行する高齢化等の

理由から、①これら集落営農も自己完結的なままでは、その維持・存続が困難となっている

こと、②従来のような構成農家が土地所有者、労働者、経営者をかねそろえた資格で集落営

農に参加するのではなく、高齢農家は土地所有者として非農家に移行するなど、農家の参加

資格が今後は異なってくること、③集落営農そのものも機能分化等の組織再編が必要になっ

てくること等を論じている。この点に関して、高橋明広〔46〕は、当該地域の集落営農の展
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開方向として、 f集落営農の分割j、「集落営農の連携J、f組織の新設j、「合併jの対応が想

定できることを提示するとともに、連携、新設のケースについては、実証的分析を実施して

いる。

以上、水田農業における担い手形成の過程を概観しながら、集落営農に関わるこれまでの

主要な研究成果について検討した。担い手経営が存在している地域では、集落営農そのもの

のを法人化し、経営体として展開していく方向もあるが、今日では、いわゆる「個jか「集

団Jか、といラ二者択一の方向ではなく、むしろ両者の連携関係を形成することによって、

地域農業の活性化を目指す方向についても詳細な研究・分析が進められている。

一方、担い手経営が不在の地域では、まずもって、集落営農の設立が重要となるが、今日

では、集落完結的な営農ではなく、集落営農問の連携や、集落営農と農業公社との連携等の

関係形成が重要な課題であること等が指摘されている。
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